公務員人事管理に関する報告の骨子

Ⅰ　公務員制度改革に関する基本認識
（１）本院の基本認識と取組
高い専門性を持って職務を遂行するという職業公務員制度の基本を生かしつつ、制度及び運用の一体的な改革を進め、公務員の意識改革を徹底することが肝要。改革の実現に向け使命・責務を果たす決意
（２）政官関係と公務員の役割
政治と公務員の役割分担を前提に、政治的に中立な職業公務員制度が維持されることで、行政の専門性や公正な執行を確保。幹部公務員制度の検討には、議院内閣制の下での政治と職業公務員の関係の十分な検討が必要
（３）労働基本権
労働基本権の在り方は公務員制度の基本的枠組みや行政執行体制に大きな影響。現行制度の見直しには、憲法との関係、使用者の当事者能力の制約、市場の抑制力の欠如など公務特有の論点を含め、幅広い観点から慎重な検討を行った上で判断することが必要

Ⅱ　主な個別課題と取組の方向
１　人材の確保・育成等
（１）採用試験の基本的な見直し
・　有為な人材の誘致のため、積極的な人材確保活動と併せ、試験制度の見直しが必要
・　「採用試験の在り方を考える専門家会合」(座長:高橋滋一橋大学教授)の報告書を踏まえ、総合職試験・一般職試験・専門職試験・中途採用試験への再編、総合職試験には院卒者試験も創設－　各試験の枠組みを提示
・　平成24年度の新試験の実施に向け、早急に具体化を検討

（２）時代の要請に応じた職業公務員の育成
・　「公務研修・人材育成に関する研究会」(座長:西尾隆国際基督教大学教授)の報告書を踏まえ、各役職段階で必要な研修の体系化と研彦内容の充実を推進
・　職業公務員固有の役割にかんがみ、全体の奉仕者たる使命感や広い視野、識見などを長期的視点に立って涵養。このため、失敗も含めた行政事例の多角的検証等の研修を強化
（３）能力及び実績に基づく人事管理への転換
人事評価の公正・適正な実施及び評価結果の任免・給与への適切な活用を支援するほか、職員の能力の伸長に資する研修コースの開発・実施により人事評価の人材育成への活用を支援

（４）人事交流の推進
官民人事交流の見直しは、公務の公正性等に留意しつつ対応する必要。国と国以外の組織との人的交流の在り方について、職員の身分取扱いとの関係を含め幅広い研究が必要
（５）事務官・技官の呼称の廃止
国家公務員としての一体感を高め、適材適所の人事配置に資するよう、事務官・技官の呼称を廃止することが適当であり、関係府省における必要な検討を要請

２　勤務環境の整備等
（１）非常勤職員制度の適正化
指針の発出による非常勤職員給与の適正支給の取組は着実に進展。日々雇用職員の任用・勤務形態の見直しを検討。忌引休暇等の対象範囲を拡大
（２）超過勤務の縮減
幹部職員をはじめ組織全体として取り組むことが重要。全府省における計画的な在庁時間削減の取組を推進。国会関係業務による超過勤務の縮減への対応が重要
（３）両立支援の推進
育児休業法改正の意見の申出を行うほか、短期介護休暇の新設等両立支援の取組を一層推進
（４）職員の健康の保持
心の疾病を予防するための保健師等による相談体制を整備。「パワー・ハラスメント」についての情報提供を実施。病気休暇の制度や運用の在り方等の検討に着手
検討の視点





○　中立・公正な試験の構築　　　　　 ○　人材確保に資する魅力ある試験


○　キャリア・システム見直しの契機　 ○　新たな人材供給源に対応


○　論理的思考力・応用能力・人物面の検証に重点








